
全 住 協 第 ３１ 号 

令和３年４月３０日 

 

会 員 各 位 

 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

事 務 局 長 米 山 篤 史 

 

宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方の一部改正について 

（賃貸住宅管理業法の施行に伴う専任の宅地建物取引士の考え方） 

 

国土交通省から標記についての周知依頼がありましたのでお知らせします。詳細は別添

資料をご参照ください。 

 

記 

 

１．通知等資料 (1)宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方の一部改正について(令和３年

４月２３日 国不動第５号) 

(2)(別紙)宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方 新旧対照条文 

※(1)と(2)は全住協ＨＰにも掲載。 

 

２．施 行 日 令和３年６月１５日 

 

３．参 考 Ｈ Ｐ (1)宅地建物取引業法法令改正・解釈について(国交省ＨＰ) 

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000268.html#saikin 

(2)賃貸住宅管理業法 法律、政省令、解釈・運用の考え方、ガイドラ

インについて(国交省ＨＰ) 

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_tk3_000001_00004.html 

 

４．問 合 せ 先 (一社)全国住宅産業協会 担当：原田 

          ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１          以 上  



 

国 不 動 第 ５ 号 

令和３年４月２３ 日 

 

 

業界団体の長 殿 

 

 

                                  国土交通省不動産・建設経済局不動産業課長 

（公 印 省 略） 

 

 

宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方の一部改正について 
 

 

 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和２年法律第６０号。以下「賃貸住宅管理

業法」という。）が令和２年６月１９日に公布され、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する

法律の施行期日を定める政令（令和３年政令第 142 号）に基づき、賃貸住宅管理業法における

賃貸住宅管理業に係る登録制度の創設に関する規定等が令和３年６月１５日から施行される。

これに伴い、宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成１３年国総動第３号。以下「ガイ

ドライン」という。）について下記１．のように改正を行い、令和３年６月１５日から施行す

ることとしたので、貴団体におかれては、貴団体加盟の宅地建物取引業者に対する周知・徹底

を図られたい。 
 

記 

 

１．「宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方」の改正点（別紙参照） 

 

賃貸住宅管理業法の施行に伴い、専任の宅地建物取引士が賃貸住宅管理業法第１２条第１

項の規定により選任される業務管理者を兼務する場合については、当該業務管理者としての

賃貸住宅管理業に係る業務に従事することは差し支えないこととすること等、ガイドライン

について所要の改正を行う。 
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〇宅地建物取引業法の解釈・運用の考え方（平成１３年国総動第３号）新旧対照条文 

  （傍線の部分は改正部分） 

改    正    案 現        行 

第３１条の３第１項関係 

１・２ （略） 

３ 「専任の宅地建物取引士」の専任性について 

「専任」とは、原則として、宅地建物取引業を営む事務所に常勤（

宅地建物取引業者の通常の勤務時間を勤務することをいう。）して、

専ら宅地建物取引業に従事する状態をいう。ただし、当該事務所が宅

地建物取引業以外の業種を兼業している場合等で、当該事務所におい

て一時的に宅地建物取引業の業務が行われていない間に他の業種に係

る業務に従事することは差し支えないものとする。 

また、宅地建物取引業の事務所が建築士事務所、建設業の営業所等

を兼ね、当該事務所における宅地建物取引士が建築士法、建設業法等

の法令により専任を要する業務に従事しようとする場合及び個人の宅

地建物取引業者が宅地建物取引士となっている宅地建物取引業の事務

所において、当該個人が同一の場所において土地家屋調査士、行政書

士等の業務をあわせて行おうとする場合等については、他の業種の業

務量等を斟酌のうえ専任と認められるものを除き、専任の宅地建物取

引士とは認められないものとする。 

なお、宅地建物取引業を営む事務所における専任の宅地建物取引士

が、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律（令和２年法律第６

０号）第１２条第１項の規定により選任される業務管理者を兼務して

いる場合については、当該業務管理者としての賃貸住宅管理業に係る

業務に従事することは差し支えない。 

第３１条の３第１項関係 

１・２ （略） 

３ 「専任の宅地建物取引士」の専任性について 

「専任」とは、原則として、宅地建物取引業を営む事務所に常勤（

宅地建物取引業者の通常の勤務時間を勤務することをいう。）して、

専ら宅地建物取引業に従事する状態をいう。ただし、当該事務所が宅

地建物取引業以外の業種を兼業している場合等で、当該事務所におい

て一時的に宅地建物取引業の業務が行われていない間に他の業種に係

る業務に従事することは差し支えないものとする。 

また、宅地建物取引業の事務所が建築士事務所、建設業の営業所等

を兼ね、当該事務所における宅地建物取引士が建築士法、建設業法等

の法令により専任を要する業務に従事しようとする場合及び個人の宅

地建物取引業者が宅地建物取引士となっている宅地建物取引業の事務

所において、当該個人が同一の場所において土地家屋調査士、行政書

士等の業務をあわせて行おうとする場合等については、他の業種の業

務量等を斟酌のうえ専任と認められるものを除き、専任の宅地建物取

引士とは認められないものとする。 

 

第３５条第１項第６号関係 

１～７ （略） 

８ 管理が委託されている場合について（規則第１６条の２第８号関 

係） 

第３５条第１項第６号関係 

１～７ （略） 

８ 管理が委託されている場合について（規則第１６条の２第８号関 

係） 

kowata-r2hv
テキストボックス
別紙
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規則第１６条の２第８号においては、管理の委託を受けている者

の氏名及び住所を説明すべき事項としているが、管理を受託してい

る者が、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第４４条の

登録を受けている者である場合には、重要事項説明書に氏名（法人

にあっては、その商号又は名称）とその者の登録番号、及び住所

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）を記載し、その旨

説明することとする。 

また、管理の委託先のほか、管理受託契約の主たる内容もあわせ

て説明することが望ましい。 

９～１１ （略） 

規則第１６条の２第８号においては、管理の委託を受けている者

の氏名及び住所を説明すべき事項としているが、管理を受託してい

る者が、マンションの管理の適正化の推進に関する法律第４４条の

登録を受けている者である場合には、重要事項説明書に氏名（法人

にあっては、その商号又は名称）とその者の登録番号、及び住所

（法人にあっては、その主たる事務所の所在地）を記載し、その旨

説明することとする。 

また、管理の委託先のほか、管理委託契約の主たる内容もあわせ

て説明することが望ましい。 

９～１１ （略） 

第３５条第１項第１４号関係 

法第３５条第１項第１４号の省令事項（規則第１６条の４の３）につい

て 

宅地の売買又は交換の契約に当たっては以下の１から３を、建物の売

買又は交換の契約に当たっては１から６までの事項を、宅地の貸借の契

約に当たっては１から３まで及び８から１３までの事項を、建物の貸借

の契約に当たっては１から５まで及び７から１２までの事項を説明する

こととする。 

１～１１ （略） 

１２ 管理委託を受けた者の氏名及び住所について（規則第１６条の４

の３第１２号関係） 

 賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第２条第１項の賃貸

住宅を取引の対象とする場合には、重要事項説明書に同法第２条第

２項の管理業務の委託を受けた者の氏名（法人にあっては、その商

号又は名称）、住所（法人にあっては、その主たる事務所の所在

地）及び同法第５条第１項第２号の登録番号（同法第３条第１項の

登録を受けた者である場合に限る。）を記載し、その旨説明するこ

ととする。  

 なお、規則第１６条の４の３第１２号の「委託を受けている者」

第３５条第１項第１４号関係 

法第３５条第１項第１４号の省令事項（規則第１６条の４の３）につい

て 

宅地の売買又は交換の契約に当たっては以下の１から３を、建物の売

買又は交換の契約に当たっては１から６までの事項を、宅地の貸借の契

約に当たっては１から３まで及び８から１３までの事項を、建物の貸借

の契約に当たっては１から５まで及び７から１２までの事項を説明する

こととする。 

１～１１ （略） 

１２ 管理委託を受けた者の氏名及び住所について（規則第１６条の４

の３第１２号関係） 

アパート等の賃貸においても区分所有建物の場合と同様、重要事項

説明書に管理者の氏名、住所及び賃貸住宅管理業者登録規程（平成２

３年国土交通省告示第９９８号）第５条第１項第２号の登録番号を記

載し、その旨説明することとする。ただし、賃貸住宅管理業者登録規

程の登録を受けていない場合には、管理者の氏名及び住所を記載し、

説明することとする。 

なお、ここでいう管理者には、単純な清掃等建物の物理的な維持行

為のみを委託されている者までも含む趣旨ではない。 
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には、単純な清掃等建物の物理的な維持行為のみを委託されている

者までも含む趣旨ではない。 

１３ （略） 

 

 

１３ （略）  

  




